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は じめ に

現在日本の教育は、不登校、いじめ、校内暴力等さまざまな問題を内包 し

ている。画一的 ・均一的な教育が、またいきす ぎた系統学習がその弊害の根

本に存在するためだという論議が識者の間で論 じられている。新しい学習指

導要領で導入 された 「総合的な学習の時間」はこのような問題を解決するた

めの合科教授、経験学習であるとされているが、これに対 し、学力の低下を

理由として反対の意見が続出している。

本稿では、普通教育、職業教育という視点から、教育問題を再検討するこ

とを意図している。 日本の場合、後期中等教育(高 校)段 階まで普通教育が

一般化し、進路決定がその時点まで延期 される場合が多い。アメリカのハイ

スクールが普通科 ・職業科を含む総合制であり、普通科の生徒 も、職業科の

授業を選択できる可能性があるのに対し、日本の高校では、職業科の生徒は、

高等教育への進学の道がとざされ、普通科の生徒のみが上の段階に進学でき

るシステムになっているため、大学へ進学を希望する者は、自分の将来進む

べき道を、高校卒業時に決定すればよい。それに反 し、 ドイツにおいては基

礎教育(4年 制の小学校)終 了後に、自分の進むべき道を決めざるをえない。

このように、職業選択に関して、異なる日本 とドイッを比較することにより、

教育にとって何が求められるべきかを探究したい。 ドイツにおいては、マイ

スター制度に代表されるよう学歴よりは資格を重視するのに対し、日本では

資格は国家が関与する割合が多 く、資格 と学歴が合体 して考えられる場合が

多い。
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阿形健司によれば日本では、「国家試験に合格することによって与えられ

る職業資格(国 家資格)は 、少なく見積 もっても600種 にぼり」(1)職業資格

と国家が密接 に結びついていると共に、学校制度とも連携 しているのである。

それに対 し、ヨーロッパの資格は、中世のギルド制にその源があ り、職域

組合の面がかなり強いのである。

しかしなが ら、最近では、日本の大学生がダブルスクールを経験する者が

増加 している。高学歴社会の日本では従来の学歴だけで社会へ出ても役 に立

たないのである。また、高校や大学カリキュラムの中で、「社会体験」、「イ

ンターンシップ」が、採用されていることが多 くなっている。

ドイツでは、職業教育を推進する手工業会議所や商工会議所のような強力

な社会集団があり、企業間教育と学校教育がうまく連携をもって機能 してい

るのに反し、日本では、そのように機能をはたす組織がないにもかかわらず、

インターンシップを積極的に導入 しようとしている。「大学側が教育内容の

質的向上をめざしてインターンシップに努力し、有力大学として勝ち残れば

残るほど、企業側はそのような大学グループのなかか ら優秀 な大学生を選択

する」(2)という現在の状況は、大学 自らが学歴主義を否定することにつなが

る危険性をはらんでいる。高学歴社会アメリカが、1990年 代徒業訓練政策を

採用 したにもかかわらず、失敗 し 「2000年の目標法」では、「アカデ ミック

な教育の強化 と高等教育進学率の向上を目標 とするようになった」(3)のであ

る。

このように高学歴社会の先進国のアメリカの事態をどのように理解すれば

よいのかが問い直されてくる。まず、最初に学歴とは何か、資格 との関連と

は何かについて論述する。 ドイツが欧米の流れの中で、資格を重視す る傾向

であるのに対 し、日本では資格を学歴に中に取 り込んでいく。そのため、資

格 と学歴を論述することにより、 日本の学歴主義、特に現在問題 となってい

る高等教育(大 学)で の授業内容、目的を明確化 してい く。 ドイッと日本で

のアンケー ト調査を行い、 ドイツの大学での普通教育と職業教育のあ り方を

探究する。
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1.学 歴主 義 と資格 主義

(1)職 業 と教育

a.職 業の語義

職業 という言葉は、職 と業の二語からなる合成語であり、2つ の意味を持っ

た言葉 として受けとめることができる。職は、本来官職 ・職務の職であ り、

業は民衆の生業 ・営業 を指 している。外国語 においても前者は、vocation、

profession、calling、Beruf等 があ り、後者は、occupation、business、trade-

gasch臟t、erwerb等 がある。尾高邦雄 は 「職業 にあたる外国語には語義の上

から2つ の範疇が区別される。すなわち一方には、「職分」的な職業があ り、

他方には 「生業」的な職業がある。しかし、このことは職業 というものには

2種 類あるということではない。事実はある職業には一方の意味が強 く、あ

る職業には他の意味が強いのである」(4)と述べ、職 と業の両側面を持ってい

るとする。

職業の成立は原始的な氏族共同社会末期に認められるが、これらは世襲制

ではなかった。 しか しなが ら、古代及び中世社会においては職業が身分制と

関係づけられて存在 したことであった。しかしながら、中世末期から職人階

層すなわち手工業が誕生するにつれて、竹内義彰は 「中世において、すでに、

職分的職業が生業的職業へと転化するにつれて、職業思想においても、ウェー

バーのいう有神的職業論理つまり職分主義から営利主義への移行が見られる

ようになる」(5)と述べ、次の時代である資本主義社会の萌芽を認めている。

竹内はさらに資本主義社会においては、「身分的な職業世襲制が門閥的な

家柄主義の立場をとるのに対 し、職業自由制は一応、絶対的自由主義の立場

に立ち、実力主義、能力主義、個性中心主義を重視するのであった。ここで

は、個人がどのような職業を選ぶか、そしてどのように成功するかは、すべ

て個人の自由であり、また個人の責任とされた」(6)と述べ、職の側面を喪失 し、

業の側面を強化 してくるとする。このような職業社会や職業人の社会が成立

するには、職業選択の自由の機会や、それを保障する法的 ・社会的条件が存

在 しなければならないのである。近藤大生は 「身分や職業が世襲されていた

中世のような社会では、事実上、今 日のような意味での職業はなかったといっ

てもよい」と述べ、現在われわれが問題とする職業は近代社会に入ってから
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であるとするが、「職業を持たない人、職業を持てない人に対する社会的問

題 も同様に生 じることになる」(7)とし、職業選択による階層内移動や競争が

生 じるとする。

b.職 業教育

鈴木寿雄によれば、職業教育は 「一定の職業に従事するために必要な知識、

技術を習得させる目的で行われる教育をいい、普通教育に対応 して用い られ

る」(8)のであり、職業教育は普通教育を基礎として成立するものであるとする。

鈴木は狭義の意味としては、「物質の生活 ・流通 ・消費に結びつ く職業、す

なわち農業 ・工業 ・商業 ・水産 ・家庭などに関する実際的な教育をいい、産

業教育(戦 前 は実業教育)と ほぼ一致する」(9)と定義 している。広義の意味

について、伊藤一雄は 「個人に対して他者から意図的に働きかけて、社会生

活に必要な能力や資質を発達させる営みであ り、未成年のみでなく成人 も含

む」(10)と定義 している。この広義の定義は、1974年 のユネスコの 「技術 一職

業教育に関する改正勧告」では、技術 ・職業教育が 「教育、労働生活及び地

域社会全体の内に結ばれる新 しい関係の必要にもとづ き、それぞれの国の必

要に適合 した生涯教育の体系の一部として存在すべ き」(11)であると述べ られ、

生涯教育時代の新 しい教育 として注目しているのである。

このシステムには、学校 と学校外施設(地 域社会、職場)、 あるいは普通

教育と職業教育の統合 という意味を含んでいるので、青少年にも成人にも社

会的 ・文化的教養 と並んで仕事(資 格)に 結びついた職業的技術の教育が重

視されることになるのである。

次に、職業教育と普通教育の関係について言及する。

竹内は「社会生活の維持と発達に貢献しうる社会人一職業人一の教育にあっ

て、社会人としての生活に必要な、より一般的な、またより教養的な知識や

技術や態度を賦与し、あるいは形成 しようとするのが普通教育であ り、その

ような基礎の上に、より専門的で高度な知識 ・技術 ・態度を賦与 しようとす

るのが専門的職業教育である」 と述べ、さらに 「普通教育は本来、職業教育

とかけ離れて与えられるものではなく、むしろ職業教育の基礎的な一領域で

あるといわねばならない」(12)とするのである。

52



日独の教育観 ・職業観の比較研究

表1高 校 就 学者 の国 別 分 布:1988年/1992年/1996年/1998年 の 各 数 値(%)(13)

イギ リス オ ース トラ リア フランス ドイツ

普通科

技術 ・職業 ・見習制

82/42/43/51

18/58/57/49

72/75/75.5/67/

28/24.5/33/

44/46/46/44

56/54/54/56

20/20/24/35

80/80/76/65

イタ リア スウエーデ ン 日本 韓国 ・ 中国

普通科

技術 ・職業 ・見習制

32/33/28/35

68/67/72/65

23/一/46/59

77/一/56/41

72/72.5/72/73

28/27.5/28/27

58/6043

42/4057

日本では高校生活が普通教育に偏って学んでいるのが特徴的である。世界

的にみると、イギリス ・オース トラリアのように職業教育人口の比率が上昇

する傾向があるのに対し、 ドイツ ・フランスでは職業教育の比率が減少する

傾向がある。しかしながら、これらの国々では、後期中等段階での職業教育

の比率は表1の ように日本と比較すれば、大きいことは言うまでもない。

表1か ら言えることは、後期中等教育は、社会へ出る準備教育であり、普

通教育 と職業教育が程度の差 こそあれ、混り交ぜて行われるということがわ

かる。 日本の場合、後期中学教育後教育(postsecondaryeducation)へ の願

望が生徒、両親とも強いため、資格より学歴を重視する傾向となっている。

(2)学 歴主義

a.学 歴と学歴主義

天野郁夫によれば、学歴 とは 「学校教育に関する個人の経歴。具体的には

修了 した教育年数 ・教育段階、習得した知識の内容 ・範疇、教育を受けた学

校の種別・名称、取得 した教育資格など、様々な指標で表示される」(14)とする。

普遍化した学校教育制度を持つ現代社会では、社会の成員はすべて一定期間、

学校で教育を受け、その結果として学歴が取得ないし賦与される。天野は、

学歴はそれにより人々を評価 し、選抜 し、社会の階層的構造の中に位置づけ

る、主要な手段の一つとして機能する。(15)学歴のそうした機能様式を重視す

る立場が学歴主義である。

封建時代の身分階層すなわち本人の能力に関係なく、職業が決定される社

会システムを打破するものとして学歴主義が登場する。学歴により、自分の

希望の職業が選択で きる社会は、学校教育の機会が社会の全成員に開放 され

ていることを意味 し、社会的に高い評価が与えられる学歴ほど、より上位の
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社会階層に属することができるのである。

学歴主義は、能力を十分に生かし、教育の機会均等を保障する。 しかし、

麻生誠によれば、このような状況のマイナス面を 「学校のアノミー病」⑯ と

呼んでいる。高学歴社会では、小学校、中学校、高校の生徒たちに対 して、

良い成績を取 り、良い上級学校へ進学することが望ましい目標 として、求め

られる。だが、このような目標 を達成することができる生徒は10～20%に 過

ぎず、他の生徒は挫折感のみが残 り、無気力や反社会的行動へとつながって

い く。あまりに強く学歴を追い求める社会は、多くの 「落ちこぼれ」の生徒

を生み出し、彼らのかなりの部分の生徒が逸脱行動をとるようになる。

しかしなが ら、学歴について2つ の相対する考え方がある。橋本貞雄によ

れば、1つ は、実力のある者がす ぐれた学歴を獲得できるという理論であり、

もう1つ は、「学歴獲得競争は、単に知的能力、しかも迅速な記憶再生産能

力をおもな基準として行われるにす ぎない。現実離れした、教科書ふうの知

識をどれだけ多く、どれだけ要領 よく覚えるかの競争にす ぎない」(17)という

理論なのである。われわれが学歴主義を考える場合、これら2つ の論理が混

合 してしまい、正 しい評価がなされるのではなく、時として先入観が入 った

プラスの評価 とマイナスの評価が交互になされるのである。学歴や学歴主義

は、先進国ではマイナスと途上国ではプラスというように、異なった評価が

なされるのはこのためである。

b.学 歴主義と学歴社会

学歴主義が支配的な社会が学歴社会とよばれる。学歴化が進み、学歴社会

として成熟 した日本やアメリカでは、学歴主義は組織や職業の世界だけでな

く、日常生活にまで浸透 している。 しか しながら、竹内洋によれば、同じ学

歴社会でも日本と欧米とは異なるとする。「どのような階級の人が有名大学

に行 くなどのような 「階級 と学歴」問題は日本の学歴社会研究ではほとんど

問題にはならなかった」のであ り、「イギリスの社会学者が階級固着だ とす

れば、 日本の教育社会学者は学歴固着である」(18)のである。すなわち、欧米

の学歴が階級 と連動するのに反 し、 日本でそれは、地位向上のために手段 と

されるのである。欧米、特にヨーロッパにおいては、階級制が残存 している

ため、学歴は必ず しも社会的地位に結びつかない。属性主義 と業績主義の対
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立なのである。日本 と同様の階級制の存在しないアメリカにおいてでさえ、

日本 とは比較にならないほど学歴は階層間移動の手段 として、認識されてい

る。

急速な高学歴社会へ と変化 してきた、日本において、松本純平はその理由

を以下の5点 について述べている。

(1)戦 後の教育改革による制度上の大学の門戸開放および定員の増大

(2)国 民所得の増大に伴い父母の学費負担能力の高まり

(3)父 母の子どもに高い教育を与えようとする意欲

(4)男 女平等の原則による女子への大学門戸開放

(5)技 術革新 による技術需要の増大および、生産技術の高度化による質の

高い労働者の要請(19)

日本においては、このような高学歴化の動きと資格取得の願望が結合 し、

欧米以外に学歴に裏付けられた資格主義が出現してくる。ただ、資格が学歴

と結びつ くためには、すべての者が学校へ行く機会が保障されることは必要

であ り、日本では、年齢主義の下に、これが可能となっている。 しか しなが

ら、 日本では年功序列制が支配的であ り、資格が求められている。業績主義

が徹底 しておらず、制度的にゆがんだものとなり、ほころびが出ている。

(3)資 格主義 と学歴主義

a.資 格と資格制度

マ ックス ・ウェーバーは 「貴族が社会的権力を維持 しているところでは、

政府要人としての適格性を証する要件として、かつて 「家系証明」が担って

いた役割は、今 日では教育に付与された特別の権利に移行している」(20)と述べ、

各種資格免許状やより一級の学歴証が近代社会において必須の獲得条件であ

るとする。イギリスの法律専門職である裁判官は、その後継者を徒弟訓練に

より訓練を行っていた。それは時代が下ると強固なギル ドとして組織される

ようになり、法律職における養成訓練を独占することになった。このように

資格は、ギル ドとして職業を独占していた職業集団が自分たちの特技を守る

ために作ったものである。これは、法律家にとどまらず、職人 ・職業集団に

も幅広 く及んでいるのである。資格主義(credentialism)は 、産業の進行、
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職業選択機会の拡大、学校教育の拡大を背景にしてより一般化 しているが、

職業資格要件を設定することにより、人々をふるい分け、雇用組織における

昇進 ・昇格の基準 として機能するのである。このように資格を判断の基準に

おき、知と職位 を決定するのが資格制度である。北尾誠英は資格社会を 「組

織内の職務の位置づけを示す職位体系 とは別に従業員の処遇について、経歴 ・

年齢 ・勤続年数など人的要素に基づ く等級化した資格(地 位)を 設け、体系

化 した制度」(21)であると述べ、年功序列に対して、職能別資格 を重視する制

度であるとしている。

「英米の職業資格の場合、貴族や支配階級と結びついた既存の職業従事者

たちが、後発の従事者たちから既得権益を守るために職業集団を結成 し、自

ら資格を発展させてきた歴史をもつのに対 し、日本においては 『職業資格の

取得に学歴が直接 ・間接に結びついてお り』、その理由としては 『職業水準

を一定に保ち、組織を統制する意図から、国家が資格 を発展 させてきたとい

う経緯』がある」。(22)

わが国の資格の多 くが国家の統制下に置かれ、かつ学歴 と結合 しているの

に対 し、欧米のそれは各職業集団のギル ドによって作 られた、民間の資格の

数がかなり多いことが特徴的である。

b.資 格主義と学歴主義

高度に発展 し分業化の進んだ今 日の社会において、職業 ・職種は多様 であ

り、ある特定の職業に就 くためには、かなり専門的な知識 ・技能を必要 とす

る。そのため有資格者の制度を定め、資格取得のための試験を行うなどの専

門的な教育機関への就学を条件づけている。関口義によれば 「学歴主義の弊

害の指摘と、実力主義社会登場の期待により、学歴資格よりも職業資格 が、

今後の社会の教育に関する人材選抜と配分機能に有効であるとの見解が広 まっ

てきている」(23)とする。日本において、多くの大学生が在学中に専門学校で

学ぶというダブル ・スクールが一般的になっている。彼 らは、大学での学歴

と専門学校での資格の両方を取得 しようとする。資格と学歴が結合している、

すなわち資格主義と学歴主義が融合 しているにもかかわらず、さらに別の資

格を求める。社会が学歴だけでも物足 りなく、学歴とは関係のない資格 を要

求 しているのである。
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資格 ・検定 ・ライセンスの制度といった公認の資格 にはさほどの学歴がな

くても取れるものが多い。しかしなが ら、学歴が資格取得の基礎条件になっ

たり、優遇条件になったり、時には学歴だけで無条件に資格がもらえる。

高学歴化 したわが国において、単なる高学歴は必ずしも職業 と直結 しない。

それに加えて職業資格が大きな役割を果たしている。大学の学部 を卒業 し、

企業に就職 した場合、すなわち、実社会への経験のないまま学歴 という資格

のみをもって就職した場合に多 く見 られる転職への比率の高さが問題なので

ある。最近、高校 ・大学のカリキュラムに導入されたインターンシップ ・社

会体験の授業がある。これと同様の教授法として若者の学業から雇用への移

行問題を解決する道具としてアメリカで取 り入れられている 「見習制」の概

念がある。

「仕事を基礎 とする学習は、学業を落第する危険のある若者や大学に進学

しない高校卒業生が 「成功する職歴の通 り道に通ずる明確な、直接的な道筋

の立った」仕事を基礎 とする学習環境」(24)であるべきだとする。このような

事例は、座学中心の日本の学歴主義の限界するなわち実習や現場体験を欠陥

させた学歴取得に警鐘を鳴らしている。欧米の諸国では、学校 と社会の中間

点として現場体験のある学習を求め、かつ大幅に取 り入れている。資格主義

は、学歴主義とは一線を画して存在するのである。

次に ドイツと日本の高等教育において、大学と社会との結びつ きつまり、

普通教育と専門教育(職 業教育)の 連関、大学教育と社会参加 との関係、大

学と地域社会との結びつきなどを述べていきたい。

2.日 独 の教 育観 ・職 業観 の比較

日本は第2次 世界大戦後アメリカの影響を受け、教育制度 ・内容のアメリ

カ化が図られ、また、最近の傾向として、日本とアメリカは教育に関するこ

とだけではなく、経済をはじめさまざまな分野での比較検討がなされている。

その結果は、両国はさまざまな類似点が見いだされると共に、アメリカは、

日本に先行 してお り、時として、アメリカをモデルとする場合がある。すな

わち、高度情報化社会に日本より早く突入したアメリカを、経済、社会生活

の面で日本 も学ぶべ き点が多々ある。普通教育 と職業教育とも関係、情報教

57



佛教大学教育学部学会紀要 第2号

育のあ り方、教育現場での情報開示等々、アメリカの事例を参考に日本の将

来の教育にどうあるべきかの考察が求められている。

それに反し、ドイツでは、デュアルシステムをはじめ、日本人にとって 厂遅

れた」教育ととらえる教育制度が存在 し、戦前、 ドイツの教育を肯定的に受

けとめていたのに対 し、ドイツの教育を否定的に受けとめている。ここでは、

ハンス ・ヘルバル ト・ウイソル ミとハインツ ・ヴェス トカンプによってなさ

れた、 ドイツ人の教育観の調査と日本での同様の調査を比較検討することを

意図している。ただし、今回は、 ドイツでの調査対象が、行政関係者、教育

関係者等であるのに対 し、日本での調査対象が大学生 という若干立場 を異に

するという限界はある。 ドイツでの調査時期は、1996年 から1998年 にかけて

であ り、対象者が667人(回 収率40%)で あるのに対 し、日本での対象者は

407名(男 性195名 、女性212名)(回 収率100%)で あり、調査時期は2002年10

表2日 独における教育観 ・職業観の比較

1

質問項目 ドイツの平均値 日本の平均値

1-a 大学の授業が、将来、役立つ 現在 3.4 3.3

1-b 大学の授業は専門的になるべ きである 現在 3.0 3.9

1-c 職業資格は就職に結びつ くと思いますか
現在 3.2 3.6

将来 2.6 3.1

1-d
大学卒業資格は社会生活をしていく上で役立つと

思いますか

現在 4ユ 3.3

将来 4.7 3.1

1-e
日本での大学卒業資格は海外でも同等に評価 され

ると思いますか

現在 4.0 2.5

将来 4.6 2.4

2-a
大学での授業内容は学生に立場に立ってたてられ

ていると思いますか

現在 2.6 2.5

将来 4.1 2.7

2-b
視聴覚機器を使用 した授業が全体の50%以 上を占

めていると思いますか

現在 2.7 2.4

将来 2.7 3.1

2-c
インターネット等による新しい教授法が大学で利

用されていると思いますか

現在 3.9 2.9

将来 4.1 3.7

3-a
大学教員は研究と教育の両方が要求されていると
思いますか

現在 3.3 3.7

将来 4.3 3.7

3-b
大学教育に対 して第三者からの評価が必要だと思
いますか

現在 2.5 3.8

将来 4.2 3.8

4-a 大学は生涯教育の学習の場となると思いますか
現在 3.6 3.2

将来 4.3 3.3

4-b
大学は地域社会の教育に役立ち、さまざまな年齢

層の人々が学習で きるようになると思いますか

現在 2.4 3.2

将来 3.4 3.7
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月であった。「大変 そ う思 う」 を5、 「少 しそ う思 う」4、 「どち らともいえ

ない」3、 「あ ま りそ う思わない」2、 「全 くそ う思 わない」1と して、その

平均値 を図って示す。

(1)学 歴の有効性 につ いて

日本では高学歴化が進み、高校卒業生の50パ ーセント以上が高等教育に進

学する。 ドイツでは、ギムナジウムへの進学率が40パ ーセントを下まわる。

それゆえ、 日本の大学の授業の方がより、専門的、職業教育的要素を持つべ

きだと予想される。

(a)「将来、大学で受けた授業は役立つ」という質問項目に対 し、 ドイツで

は平均値3.4で あるのに対 して、日本では、3.3であ り、両国 とも 「どち

らともいえない」という意見が支配的である。

(b)「大学の授業は専門的になるべ きである」 という質問項 目に対 し、 ドイ

ツでは平均値3.0、 日本は3.8であ り、日本の方がよりなるべ きだと考え

ている。この 「専門的」は 「職業的」と理解することができる。これは、

日本では、大学生数の増大とともに、卒業 しても、10年 前、20年前の高

校卒業生の就職にしか就けない学生が多 く、もう少し、実社会では、役

に立つ教育を求めていることがわかる。

(c)「大学卒業資格は就職に結びつ くと思いますか」という質問項目に対 し、

ドイツでは現時点の平均値は3.2に対 し、 日本は3.6、将来では ドイツは

2.6、日本は3.1であった。 ドイツにおいても、 日本において も、現在 よ

り将来の方が、大学卒業資格が役に立つ割合が低下してお り、特に ドイ

ツでは将来の平均値が2.6と 「あまり役 に立たない」と思っている。 ド

イツでは大学卒業資格は、戦前の ドイツのように権威づけられたもので

あるが、現在、以前の3倍 以上の学生を大学で収容してお り、将来、こ

れらの学生が卒業 し、実社会へ出ていった場合、学歴の価値 は当然のこ

とながら低下せざるをえない。

(d)「大学卒業資格 は社会生活をしていく上で役立つと思いますか」 という

質問項 目に対 して、ドイツでは、現在4.1、将来4.7、日本では3.3、将来3.1

となっており、 ドイッでは大学卒業資格が社会生活で役立つと思うのに

反し、日本ではどちらともいえないと思っている。注目すべき点は、 ド
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イッでは、将来、役に立つようになると思っているのに対 し、日本では、

現在ほど役に立てないと思っている。 ドイツの大学カリキュラムの中に

専門教育(広 い意味での職業教育)が 取 り入れられているのに較べ、 日

本のそれは、実社会とはあまり関係のない抽象的、非現実的なものが多

いのがその理由だと思われている。

(e)「大学卒業資格が 自国以外で同等に評価されますか」 という質問項 目に

対 して、ドイツでは現在4.0、将来4.6、日本では現在2.5、将来2.4である。

ドイツでの大学卒業資格は世界中、特にヨーロッパにおいては有効であ

り、今後ますます有効になるのに反 し、日本のそれは、将来もより否定

的になるのは、言語の問題だけではなく、教育内容、教育方法、授業方

法にも大きな課題が残 されていると思われる。

(2)教 育 方 法 、授 業 方法 に つ い て

(a)「 大 学での授業 内容が学生の立場 に立ってたて られてい ると思い ます か」

とい う質問項 目に対 して、ドイッでは現在2.6、将 来4,1、 日本ではi現在2.5、

将 来2.7で あ る。現 時点 では、 ドイ ッと 日本 ではあ ま り差 がな く、 どち

らか とい えば、学生の立場 に立っていない面があ るが、 日本が現状 とあ

まり変化が ない と思ってい るのに対 し、 ドイッで は、今後、学生 の意見

を取 り込んだ授業が行われ ると予想 している。

(b)「 視 聴覚機器 を使用 した授業が、全体 の50%以 上 を占めている と思 い ま

す か」 とい う質 問項 目に対 して、 ドイツは現在 、将来共 に2.7で あ るの

に対 し、 日本 では現在2.4、 将 来3.1と 将 来 に希望 をいだいてい る ものが

多 いこ とが わか る。

(c)「 イ ンター ネ ット等 に よる新 しい教授法が大学 で利用 されてい る と思い

ますか」 とい う質 問項 目に対 し、 ドイツは現在3.9、 将 来4.1、 日本 は、

現在2.9、 将 来3.7と 両 国と も将 来は、イ ンターネ ッ トを使用 した遠 隔教

育が増 える と予想 してい るが、 ドイッの方が、 インターネ ッ トを使用 し

た授業が多い ことが分か る。

(3)授 業評価 につ いて

(a)厂大学教員は研究と教育の両方が要求されると思いますか」 という質問
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項 目に対 して、現在では、 ドイツ3.3、日本3.7と あまり差がないが、将

来では ドイツ4.3、日本3.7と なってお り、 ドイツの方が両立をより求め

られることがわかる。両国とも大学の教員に、研究が中心であり、教育

が二次的であると考えているのであるが、 ドイツにおいて将来的には、

そういうわけにはいかないと思われているのは、アメリカや他のヨーロッ

パ諸国の影響 を受けてお り、それに反し日本は、旧態依然たる考え方が

存続していることがわかる。

(b)「大学教育に対 して第三者からの評価が必要だと思いますか」 という質

問項目に対 して、ドイツでは現在2.5と低いが、将来4.2と高 くなっている。

それに対して、日本では現在、3.8、将来3.8と なってお り、学生に対す

る授業評価、大学基準協会の大学評価がかなり徹底 して行われており、

第三者評価に関 しては日本の方が進んでいる。

(4)生 涯教育の立場 としての大学 につ いて

(a)「大学は生涯教育の学習の場 となると思いますか」 という質問項 目に対

して、 ドイツでは現在3.6、将来4.2となってお り、それに反し、日本で

は現在3.2、将来3.3であ り、当初の予想よりドイツの大学の方が、社会

人に開かれていることがわかる。

(b)「大学は地域社会の教育に役立ち、様々な年齢層の人々が学習できるよ

うになると思いますか」という質問項 目では、日本では前の質問項目と

同様の傾向、すなわち、現在3.3、将来3.7であるのに反し、 ドイツでは

現在2.4、将来3.4となってお り、前の質問項目と大きな差が生じている。

ドイッの大学は、地域社会に開かれておらず、一部の限られた人々のみ

の学習の場であると思われる。その結果 としてドイツでは、大学はすべ

て国立であるためであろう。日本においても国公立大学は地域社会、社

会にあまり開かれておらず、私立大学のみが開放的であり、回答者、私

立大学を含めた大学を考えてこのような回答をしたものと思われる。

ドイッと日本の大学では、差が出たところと差がでない場 とさまざまであ

るが、 ドイツの大学が一部エリー トの学習の場から大衆の学習の場へと変化

しつつ過渡期であるのに対し、日本では、すでに大衆化 されてお り、教育内

容、教育方法 もいかに大衆化すべ きかが問われている現状 を反映している。
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おわりに

ドイツにおいては、エリー ト、非エリー トが鋭 く選別され、エリー トは普

通教育、非エ リー トは職業教育と振 り分けられているという考え方が、日本

においては支配的である。その意味において、 ドイツの教育は旧い体質を残

存 させた要素を内包していると決めつけている。もちろん、デュアルシステ

ムは旧いギル ド制を源とする徒弟制度に依拠 している。それに対 し、 日本の

職業教育は学校制度の中に組み込まれて、近代的教育の装いを持っている。

ドイッでは、資格主義が中心であるのに反 し、日本では学歴主義が中心であ

る。アンケー ト調査 を行った結果、 ドイツでは、大学卒業資格が、将来あま

り役に立たなくなると予想 されているが、社会にでて仕事をする場合、かな

り役立つと考えられているのは、この回答をみるよりドイツの方が日本のよ

り学歴重視なのである。

また授業内容も日本が 「専門的になるべき」と思うものの平均値が ドイツ

より高いのは、日本の方が、職業教育を求めているのである。

これらのアンケー ト結果は、回答者の主観が入っているが、従来の既成の

教育観 ・職業観が必ず しも普遍妥当的なものではないことを示唆している。

この観点からすれば、両国の学校制度の相違にもかかわらず、アメリカとい

う1つ の 「モデル」を参考 しなが ら、教育目的、内容はグローバル化 の流れ

の中で試行錯誤の教育改革が模索されるであろう。

[注]
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